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１．遺言作成にあたっての考慮事項
　遺言作成にあたっては、相続人が円滑に相続できるように①遺留分②相続税負担③自社株式や土地等の不
動産の有効活用④二次相続の四点について、配慮することが重要である。
　①の遺留分については、遺留分減殺請求による相続人の間で争いとなるいわゆる争族を避けるため、各法
定相続人に対して、最低、法定相続分の二分の一である法定遺留分に相当する財産を原則として与えるよう
にすべきである。なお、次項で記載しているが、借入金等の債務があれば、その債務の負担も含めて、遺留
分を算出すべきである。
　②の相続税の負担については、相続税は現金による納税が原則であるので、各相続人が相続した現預金で
納税可能となるように財産を分割すべきである。現預金が不足している場合は、土地等の物納や本コラムで
も紹介した自社株式の納税猶予も検討すべきである。
　③の自社株式や不動産の有効活用については、自社株式が分散してしまうと経営支配権が揺らぎ経営が不
安定化するので、安定株主で少なくとも過半数以上の持ち株を有するように財産を分割すべきである。また、
不動産が共有となると、所有者間のコンセンサスを得るのに時間と手間がかかるので、それぞれの不動産に
ついて、相続人の単独所有となるよう財産を分割すべきである。これらの結果、遺留分が侵害される相続人
が生じると予想される場合には、本コラムでも紹介した遺留分についての民法特例の活用を検討すべきであ
る。
　④の二次相続の考慮については、残された配偶者の生活の安定が第一であり、この点については今回の民
法改正により、自宅が配偶者に優先的に相続可能となるよう改正されている。二次相続については、一次相
続における相続税の算出にあたり、遺産総額の二分の一まで相続税が課されない配偶者の税額軽減制度を活
用して、遺産の半分を配偶者が相続すると、一次相続と同様の問題が、二次相続においても生じる可能性が
あるので配偶者も遺言の作成を検討すべきである。

２. 遺言の作成にあたってのその他の注意点
　公正証書遺言は、公証人が作成するのでその法的な要件を満たしていると考えることができるが、自筆証
書遺言については、全文を自分で書き、日付、自署及び押印を必ず記載することが必要であり、そのいずれ
かが欠けていれば無効となる。
　遺言執行者については、その指定がなくとも遺言自体が無効となることはないが、遺言の円滑な執行のた
めには遺言執行者を指定しておくべきである。遺言執行者は、未成年者及び破産者で復権を得ないもの以外
は誰でもなれ相続人もなることができる。
　記載上のポイントとしては、相続財産の記載漏れがあると、その漏れた分について遺産分割協議が必要と
なることを防ぐため「その他一切の財産をｘｘに相続させる」との包括的な条項を記載すべきである。また、
法定相続人に財産を承継させる場合は、その相続人が単独で相続できるようにするため、「相続させる」と記
載すべきである。
　借入金等の債務についても、無用な相続争いを避けるために、法定相続人の誰が負担するか記載するべき
である。債務の負担については、遺言書に記載したとしても相続人間のみで有効であり、債権者は相続放棄
しなかった法定相続人に対し法定相続分に応じた額を請求できるが、相続人間ではその相続人が相続債務を
すべて承継することとなるので、債権者に弁済した相続人は、債務を負担すべき相続人に求償することがで
きる。
　遺言は、何度でも書き直すことができ、最後に作成された遺言書が有効となるので、自分の考えやそのと
きの状況に応じて作成し直すことが法律上認められている。
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